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特定非営利活動法人ＮＰＯ人材開発機構 

１ 事業の成果 
 令和 2 年度はコロナ禍の影響を受けながら事業年度が開始しましたが、実施 3 事業とも各事業の協

力者が感染予防対策を心がけ、一人の感染者も出ず事業年度を終えることができました。 
福祉サービス第三者評価事業においては、共同生活援助（グループホーム）からの評価受審依頼の増

加に伴い、評価者には新たなサービス分野で経験を積んでいただきました。実施体制の効率化や改定さ

れた評価手法の習得を図り、リーダーや評価者の個別育成に力を注ぎました。 
NPO 等運営支援・相談事業（ソーシャルネットワーク事業）では、協力員による担当事業所への往訪

が困難であったため、在宅での支援が中心となりました。特に年度第一四半期は、小規模福祉事業所は

東京都や市区からの通知や近隣事業所から情報を頼りに手探りの状態でコロナ対応を行っていたため、

協力員間で収集した情報を積極的に各担当事業所に伝達しました。 
教育・研修事業（WEB 研修「サポーターズ・カレッジ」）では、全国の福祉事業所にお役立ていただ

けるよう、「新型コロナウィルス対策の BCP（事業継続計画）」の動画コンテンツをサイト上で一般公開

しました。また、新聞・インターネット検索上位表示・SNS による広報活動を行い、認知を上げること

に努め、令和 3 年 4 月のサイトリニュアルに向けての準備を進めました。 
２ 事業の実施に関する事項 
（１）特定非営利活動に係る事業              （事業費の総費用【 61,306 】千円） 

 

令和２年度 事 業 報 告 書 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

(1) 福 祉 系
NPO 等の経営
に係る相談・支
援事業 

障害系 NPO の運営基盤強化
のため、Web ソフトでの会計・
給与支援、制度運営管理分野
の支援、労務等の実務支援事
業＜ソーシャルネットワーク事
業＞ 

通年 都 内 17 人 NPO 法
人等 

62 法人
100 件 16,624 

(2) 福祉サービ
ス等に係る第
三者評価事業 

福祉事業所がサービス評価を
通して改善項目を明らかにし
て、サービスの質を高めるため
の第三者評価事業 

通年 都 内 30 人 
福祉サー

ビス事業

所 

51 サー
ビス事
業所 

17,184 

所属評価者のための研修 5 月 都 内 4 人 評価者 28 人 0 
(3) 福祉系事
業所等の経営
支援に係る教
育・研修事業 

障がい福祉事業所で働く人た
ちがオンラインでの研修や事例
研究、意見交換を通じて広く学
び、よりよい支援・対処法を獲
得しマインドとスキルの両面が
向上、成長して行くことを目指
す研修事業 

通年 都 内 7 人 
全国障害

福祉事業

所 

233 法人
857 事業

所 
27,498 

(4) 企業人の
市民活動参加
促進に係る教
育・研修事業 

福祉系 NPO 等への支援協力
者を募るための研修事業 実施して

いない 
実施して

いない 

 
 

  

(5) 福祉系事
業所等の経営
に係る調査・研
究・広報事業 

福祉系 NPO 等の経営に係る
状況把握や課題抽出のための
調査研究や周知のための広報
事業 

実施して

いない 
実施して

いない 

 
 

  

 
 

 



令和2（2020）年度　　貸　借　対　照　表
（特定非営利活動事業）

令和３年３月３１日現在

　特定非営利活動法人　ＮＰＯ人材開発機構 （単位：円）

科　　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額 備 考　

（　資　　　産　　の　　部　）

Ⅰ． 流　動　資　産

１． 現金 121,304
２． 預金 39,988,743 普通預金（みずほ銀行、ｼﾞｬﾊﾟﾝﾈｯﾄ銀行）

３． 未収入金 14,811,708 ｿｰｼｬﾙﾈｯﾄﾜｰｸ事業、福祉サービス第三者評価事業、研修事業等

　流動資産　合計 54,921,755

Ⅱ． 固　定　資　産

　（ 有形固定資産 ）

建物付属設備 1,087,738 事務所防音壁、トイレ工事

什器備品 1 事務機器一式

　（ 無形固定資産 ）

電話加入権 162,880 3本

　（ その他の固定資産 ）

敷金 1,069,860 神楽坂結城ビル4F敷金

固定資産　合計 2,320,479
　資　　産　合計 57,242,234

（　負　　　債　　の　　部　）

Ⅰ． 流　動　負　債

１． 未払金 8,878,262 ｿｰｼｬﾙﾈｯﾄﾜｰｸ事業、福祉サービス第三者評価事業、研修事業等

２． 未払費用 4,556,813 職員3月分給与・賞与

３． 未払法人税等 1,973,000 法人都民税、事業税

４． 未払消費税 2,009,800 消費税及び地方消費税

５． 前受金 528,000 NPO2法人

６． 預り金 105,368 源泉所得税

　流動負債　合計 18,051,243

Ⅱ． 固　定　負　債

0
　固定負債　合計 0
　負　　債　合計 18,051,243

（　正　味　財　産　の　部　）

Ⅰ． 前期繰越正味財産 32,630,371
Ⅱ． 当期正味財産増加額 6,560,620

　正味財産　合計 39,190,991
　負債及び正味財産　合計 57,242,234

第２号議案：別紙２



 令和2（2020）年度　　財　　 産　　 目　　 録
（特定非営利活動事業）

令和３年　３月３１日 現在
　特定非営利活動法人　ＮＰＯ人材開発機構 （単位：円）

科　　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額 備 考　

（　資　　　産　　の   　部　）

Ⅰ． 流　動　資　産

１． 現金 121,304
２． 預金

・普通預金／みずほ銀行 ２口 36,900,673
・普通預金／ｼﾞｬﾊﾟﾝﾈｯﾄ銀行 １口 3,088,070

３． 未収入金

・ｿｰｼｬﾙﾈｯﾄﾜｰｸ事業 691,208 NPO等8法人

・研修事業 12,292,500 福祉施設73法人

・第三者評価事業 1,828,000 福祉施設2法人

　流動資産　合計 54,921,755

Ⅱ． 固　定　資　産

　（ 有形固定資産 ）

１． 建物付属設備

・内部造作 ３組 1,087,738 事務所防音壁、トイレ工事

２． 什器備品

・事務机、書庫 １式 1
　（ 無形固定資産 ）

３． 電話加入権 ３本 162,880
　（ その他の固定資産 ）

４． 敷金 1,069,860 神楽坂結城ビル4F敷金

　固定資産　合計 2,320,479

　資　　産　合計 57,242,234

（　負　　債　　の　　部　）

Ⅰ． 流　動　負　債

１． 未払金

・ｿｰｼｬﾙﾈｯﾄﾜｰｸ事業 2,453,451 協力員報酬・活動交通費

・研修事業 4,507,055 業務委託、仲介料

・第三者評価事業 1,814,376 評価者活動費・交通費

・複合機ｶｳﾝﾀｰ料 ３月分 76,597 リコー販売㈱

・通信費 ３月分 19,569 ヤマト運輸㈱、日本郵便㈱

・消耗品費 ３月分 7,214 ㈱イナハラ

２． 未払費用

・給　　与 ３月分 4,556,813 職員3月分給与・賞与

３． 未払法人税等

・法人税、地方法人税、法人都民税、事業税 1,973,000 新宿都税事務所3年3月期

４． 未払消費税

・消費税及び地方消費税 2,009,800 四谷税務署3年3月期

５． 前受金

・前受金 528,000 NPO2法人

６． 預り金

・ 源泉所得税 105,368 四谷税務署3年3月期

　流動負債　合計 18,051,243
Ⅱ． 固　定　負　債

　固定負債　合計

　負　　債　合計 18,051,243
　正味財産　合計 39,190,991

負債及び正味財産合計 57,242,234



書式第9号（法第10条・第25条関係）　　

特定非営利活動法人NPO人材開発機構

Ⅰ　経常収益
１　受取入会金・会費

受取入会金 10,000
正会員受取会費 48,500
賛助会員受取会費 15,000 73,500

２　事業収益
(１)福祉系ＮＰＯ等の経営に係る相談・支援事業収益 21,678,090
(２)福祉サービス等に係る第三者評価事業収益 25,596,500
(３)福祉系事業所等の経営支援に係る教育・研修事業収益 39,638,500
(４)企業人の市民活動参加促進に係る教育・研修事業収益 0
(５)福祉系事業所等の経営に係る調査・研究・広報事業収益 0 86,913,090

３　その他収益
雑収益等 428,719
国税・都税還付金 0
受取利息 326 429,045

経常収益計（A) 87,415,635

Ⅱ経常費用
１　事業費

(1)人件費
給料手当 16,827,155
通勤費 368,960
人件費計 17,196,115

(2)その他経費
事業協力者活動費 19,775,398
事業協力者交通費 1,224,065
その他通信費等諸経費 23,111,331
その他経費計 44,110,794

事業費計 61,306,909

２　管理費
(1)人件費

給料手当 3,248,372
通勤費 21,018
退職金 140,200
賞与 2,790,000
人件費計 6,199,590

(2)その他経費
賃借料・光熱費 3,343,200
事務所諸費 1,942,455
リース料 1,527,689
通信費 421,158
消耗品費 167,327
修繕費 171,600
図書費 20,554
会議費 23,518
交流費 21,421
諸会費 6,000
保険料 67,741
租税公課 3,073,450
雑費 37,686
減価償却費 551,674
その他経費計 11,375,473

管理費計 17,575,063

経常費用計（B) 78,881,972

令和2（2020）年度　活動計算書

令和2年4月1日から令和3年3月31日まで

科目 金額



　　当期経常増減額（A-B) 8,533,663

Ⅲ　経常外収益
経常外収益計 0
　

Ⅳ　経常外費用
経常外費用計 0
　
　　税引前当期正味財産増減額 8,533,663

法人税、住民税及び事業税 1,973,043
　　当期正味財産増減額 6,560,620
　　前期繰越正味財産額 32,630,371

　　次期繰越正味財産額 39,190,991



書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人NPO人材開発機構

１．重要な会計方針
　　　計算書類の作成は、NPO法人会計基準2010年7月20日　2017年12月12日最終改正 NPO法人会計基準協議会）

によっています。
　 有形固定資産の減価償却の方法

法人税法に基づく定率法によっています。
消費税等の会計処理
税込方式による会計処理を行っています。

２．事業別損益の状況 （単位：円）
福祉系ＮＰＯ
等の経営に係
る相談・支援
事業

福祉サービス
等に係る第三
者評価事業

福祉系事業所
等の経営支援
に係る教育・
研修事業

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益

１　受取入会金・会費 0 0 0 73,500 73,500
２　事業収益 21,678,090 25,596,500 39,638,500 86,913,090 0 86,913,090
３　その他収益 0 0 0 0 429,045 429,045

　経常収益計 21,678,090 25,596,500 39,638,500 86,913,090 502,545 87,415,635
Ⅱ　経常費用

１　事業費
(1)人件費

給料手当 3,260,691 6,056,748 7,509,716 16,827,155 0 16,827,155
通勤費 0 253,804 115,156 368,960 0 368,960
人件費計 3,260,691 6,310,552 7,624,872 17,196,115 0 17,196,115

(2)その他経費
事業協力者活動費 10,063,724 8,687,070 1,024,604 19,775,398 0 19,775,398
事業協力者交通費 390,655 726,956 106,454 1,224,065 0 1,224,065
その他通信費等諸経費 2,908,951 1,460,126 18,742,254 23,111,331 0 23,111,331
その他経費計 13,363,330 10,874,152 19,873,312 44,110,794 0 44,110,794

２　管理費
(1)人件費 2.0% 72.0% 26.0% 100.0% 0.0% 100.0%

給料手当 64,967 2,338,828 844,577 3,248,372 0 3,248,372
通勤費 420 15,133 5,465 21,018 0 21,018
退職金 35,050 40,658 64,492 140,200 0 140,200
賞与 100,000 840,000 1,850,000 2,790,000 0 2,790,000
人件費計 200,438 3,234,619 2,764,533 6,199,590 0 6,199,590

(2)その他経費 24.8% 29.3% 45.3% 99.4% 0.6% 100.0%
賃借料・光熱費 829,076 978,935 1,515,969 3,323,980 19,220 3,343,200
事務所諸費 481,707 568,778 880,804 1,931,288 11,167 1,942,455
リース料 378,850 447,328 692,728 1,518,906 8,783 1,527,689
通信費 104,442 123,321 190,974 418,737 2,421 421,158
消耗品費 41,495 48,996 75,874 166,365 962 167,327
修繕費 42,555 50,247 77,812 170,613 987 171,600
図書費 5,097 6,018 9,320 20,436 118 20,554
会議費 5,832 6,886 10,664 23,383 135 23,518
交流費 5,312 6,272 9,713 21,298 123 21,421
諸会費 1,488 1,757 2,721 5,966 34 6,000
保険料 16,799 19,835 30,717 67,352 389 67,741
租税公課 762,181 899,948 1,393,652 3,055,781 17,669 3,073,450
雑費 9,346 11,035 17,089 37,469 217 37,686
減価償却費 136,809 161,538 250,156 548,502 3,172 551,674
その他経費計 2,820,989 3,330,895 5,158,193 11,310,076 65,397 11,375,473

　経常費用計 19,645,448 23,750,218 35,420,910 78,816,575 65,397 78,881,972
当期経常増減額 2,032,642 1,846,282 4,217,590 8,096,515 437,148 8,533,663

３．施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
該当ありません。

４．使途等が制約された寄附金等の内訳
該当ありません。

５．固定資産の増減内訳 （単位：円）
期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
建物付属設備 779,825 1,567,500 0 2,347,325 1,259,587 1,087,738
什器備品 817,680 0 181,440 636,240 636,239 1

無形固定資産
電話加入権 162,880 0 0 162,880 0 162,880

投資その他の資産
敷　　金 1,069,860 0 0 1,069,860 0 1,069,860

合計 2,830,245 1,567,500 181,440 4,216,305 1,895,826 2,320,479

６．借入金の増減内訳
該当ありません。

７．役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです（単位：円）

計算書類に計
上された金額

内役員との取
引

内近親者及び支
配法人等との取

引
（活動計算書）

0 0 0
活動計算書計 0 0 0

８．その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
記載すべき事項はありません。

科目

令和2（2020）年度　　計算書類の注記

(1)

(2)

科目

科目
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